
Ⅱ.道路の種類
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１.道路とは

(１)道路法上の道路

道路法

第二条 この法律において「道路」とは、

一般交通の用に供する道で次条各号

に掲げるものをいう。

第三条 道路の種類

①高速自動車国道

②一般国道

③都道府県道

④市町村道

【一般国道イメージ】

名神高速一宮ＩＣ 一般国道20号
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１.道路とは

(２)道路法で定める道路

※高速道路機構及び高速道路株式会社が事業主体となる高速自動車国道については、料金収入により建設・管理等がなされる
※高速自動車国道の（ ）書きについては新直轄方式により整備する区間
※補助国道、都道府県道、主要地方道及び市町村道について、国は必要がある場合に道路管理者に補助することができる
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道路の種類 定 義 道路管理者 費用負担

高速自動車国道

全国的な自動車交通網の枢要部分を構成し、かつ、政
治・経済・文化上特に重要な地域を連絡する道路その
他国の利害に特に重大な関係を有する道路

【高速自動車国道法第4条】

国土交通大臣
高速道路会社

（国、都道府県（政令
市））

一般国道

直轄国道
（指定区間）

高速自動車国道とあわせて全国的な幹線道路網を構
成し、かつ一定の法定要件に該当する道路

【道路法第5条】

国土交通大臣
国

都道府県（政令市）

補助国道
（指定区間外）

都府県（政令市）
国

都府県（政令市）

都道府県道
地方的な幹線道路網を構成し、かつ一定の法定要件に
該当する道路

【道路法第7条】
都道府県（政令市） 都道府県（政令市）

市町村道
市町村の区域内に存する道路

【道路法第8条】
市町村 市町村



高速自動車国道 （約0.7%)

合 計 約1,230,400km（100.0%）

直轄国道 （約2.0%)

補助国道 （約2.6%)

約9,200km

都道府県道 （約10.6%)約129,900km

（約84.1%)

約32,000km

約24,100km

約1,035,200km 市町村道

供用延長

幹
線
道
路

生
活
道
路

２.道路別 延長及び物流等のシェア

【道路の構成】 高規格幹線道路
計画延長約14,000km

【道路別 延長及び物流等のシェア】

高速自動車国道 11,520km
一般国道の自動車専用道路 約2,480km

※高速自動車国道については、令和6年4月1日時点。その他は令和4年3月31日時点。

※走行台キロは、 「令和3年度全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査」
 「自動車燃料消費量調査（令和3年度分）」による。
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３.高規格幹線道路の体系
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【体系】

・「四全総」(昭和62年6月30日閣議決定)及び「２１世紀の国土の

グランドデザイン」(平成10年3月31日閣議決定)で国土の骨格と

なる基幹的な高速陸上交通網を形成するものとして構想

高速自動車国道
(全体計画：１１，５２０㎞)

一般国道自動車専用道路

(全体計画：約２，４８０㎞)

高規格幹線道路 （全体構想：約１４，０００ｋｍ）

主に直轄事業として整備

予定路線

基本計画 基本計画

整備計画

国土開発幹線自動車道建設会議の
議を経て国土交通大臣が決定 〔１０，６２３ｋｍ〕

国土開発幹線自動車道建設会議の
議を経て国土交通大臣が決定 〔９，４２８ｋｍ〕

法定（国土開発幹線自動車道建設法）
〔１１，５２０ｋｍ〕

新直轄方式
区間

有料道路方式
区間

国土交通大臣による決定

全体計画〔約２，４８０㎞〕

社会資本整備審議会（道路分科会）
の議を経て国土交通大臣が決定

（H21.3より）

社会資本整備審議会（道路分科会）
の議を経て国土交通大臣が決定

（H21.3より）

整備計画

〔８３４ｋｍ〕 〔８，５９４ｋｍ〕

【計画のｽﾃｯﾌﾟ】



４.高規格幹線道路等の整備状況

令和6年4月1日現在
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計画延長 開通済延長 整備率

高規格幹線道路 約14,000km 12,263km 88%



５.有料道路とは
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○有料道路制度

○財源不足を補う方法として借入金を用い、完成した道路から通行料金を徴収してその
 返済に充てるという方式

○有料道路とは
【道路法の対象となる有料道路の種類と事業主体】

【 有 料道路の種類 】【 事業主体 】

注)高速道路株式会社が事業を営む道路は独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構との協定
及び協定に基づく国土交通大臣の許可を受けた道路のみ。



６.道路整備事業に係る国の負担・補助

道路の種類 道路管理者 費用負担
国の負担・補助の割合

新設・改築 維持・修繕

高速自動車
国道

有料道路

方式
国土交通大臣

【高速自動車国道法§６】

高速道路

会社

会社の借入金で新設・改築・修繕等を行い、料金収入で上記に
係る債務及び管理費を賄う

【道路整備特別措置法§３等】

新直轄

方式

国

都道府県

(政令市)

３／４ 負担

【高速自動車国道法§２０①】

１０／１０ 負担

【高速自動車国道法§２０①】

一般国道

直轄国道

<新設又は改築>

国土交通大臣

【道路法§１２】

<維持、修繕、

その他の管理>

指定区間：

国土交通大臣

そ の 他：

都府県(政令市)

【道路法§１３】

国

都道府県

(政令市)

２／３ 負担

【道路法§５０①】

１０／１０ 負担

【道路法§４９】

補助国道

国

都府県

(政令市)

１／２ 負担

【道路法§５０①】

維持： －

【道路法§４９】

修繕：１／２以内補助

【道路法§５６】

都道府県道
都道府県(政令市)

【道路法§１５】

都道府県

(政令市)

１／２以内補助

【道路法§５６】

維持： －

【道路法§４９】

修繕：１／２又は１／２～７／１０補助

【修繕法§１】

市町村道
市町村

【道路法§１６】
市町村

１／２以内補助

【道路法§５６】

維持： －

【道路法§４９】

修繕： １／２又は１／２～７／１０補助

【修繕法§1】
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